
様式第９

１．実施した計画の基本的な事項

（１）基礎情報

ア．対象地域

構成市町村等名

地域内総人口（人）

地域総面積（㎢）

地域の要件 人口 面積 山村

地域の要件がその他の場合は
具体的に記載

組合名称（設立年月日）

組合を構成する市町村

イ．計画実施期間

開始年月日

終了年月日

計画期間

（２）対象地域における取組みに関する事項
ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の実施状況

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容
実施地域

実施年度

実施方法

上記が④もしくは⑤の
場合、その詳細

実施しない地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の実施状況
有料化導入状況

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた検討状況
※全ての構成市町村で導入済の場合は記載不要

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況
策定状況

策定済の構成市（計画の名称）

未策定の構成市（策定予定時期）

備考

全ての構成市町村で未実施

　愛媛県では、「持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化について」（平成31年3月29日付け環境省通
知）により、持続可能な適正処理の確保や気候変動問題対策の推進などを踏まえた広域化・集約化に係る計画として、「愛媛県ごみ処理広域
化・集約化計画」を策定し、県下の市町を5ブロックに分けてごみ処理の広域化・集約化を計画している。
　本市は、「西条ブロック」として令和2年度時点で3施設あるごみ焼却施設を広域化・集約化する計画となっており、令和4年度に本市、新居
浜市、四国中央市の3市で「広域化・集約化の実現可能性調査」を実施したが、令和5年度に四国中央市が単独整備の方針としたことから、本市
と新居浜市の2市で引き続き広域化・集約化についての検討を進めている。

①構成市全てで策定済
西条市災害廃棄物処理計画

ペットボトルのみ分別回収を実施している。

①全ての構成市町村で導入済

実施済の場合

循環型社会形成推進地域計画目標達成状況報告書

令和2年4月1日

令和7年3月31日

5年

西条市

109,235

510.03

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

愛媛県ごみ処理広域化・集約化計画



２　目標の達成状況

（一般廃棄物の処理）
減量化、再生利用に関する指標 現状 目標 実績 　

平成30年度 令和7年度 令和7年度 実績/目標

109,235 110,465 102,453

12,375 11,675 10,325 293%

30,058 28,373 19,961 599%

708 639 499 303%

948 1,009 400 -898%

43,381 41,057 30,686 546%

1,088 1,018 821 381%

　再生利用量 4,047 4,791 2,633 0%

9% 12% 9%

　最終処分量 9,214 7,779 4,661 300%

21% 19% 15%

　エネルギー回収量 ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐

特記事項

 ※　排出量は実績の割合/目標の割合を記載。再生利用量・最終処分量については、（実績の割合-現状の割合）/（目標の割合-現状の割合）を記載。

（生活排水の処理）

人口 構成比 人口 構成比 人口 構成比

処理形態別人口 59,564人 54.5% 64,492人 58.4% 61,551人 60.5%

0.0% 0.0% 人 0.0%

20,096人 18.4% 20,446人 18.5% 18,469人 18.2%

79,660人 72.9% 84,938人 76.9% 80,020人 78.7%

8,668人 7.9% 7,481人 6.8% 6,721人 6.6%

20,907人 19.1% 18,046人 16.3% 14,970人 14.7%

29,575人 27.1% 25,527人 23.1% 21,691人 21.3%

109,235人 100.0% 110,465人 100.0% 101,711人 100.0%

し尿・汚泥の量

・道前クリーンセンターでは温水の場内利用を行っている。

　①総人口（人）

　年間の熱利用量（GJ）

　年間の発電電力量（MWH）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合（％）

　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合（％）

　総資源化量（トン）

　1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　総排出量（トン）

　その他排出量（集団回収等）

　1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　生活系ごみ排出量（トン）

　事業系ごみ排出量（トン）

　排出量

小計：汚水衛生処理人口

合併処理浄化槽等

農業集落排水施設等

公共下水道

27,585キロリットル

22,896キロリットル

4,689キロリットル

18,354キロリットル

14,242キロリットル

4,112キロリットル

令和7年度実績令和7年度目標平成30年度現状

27,549キロリットル

20,174キロリットル

7,375キロリットル

生活排水処理に関する指標

合計

浄化槽汚泥量

汲取りし尿量

合計：総人口

小計：未処理人口

非水洗化人口

単独処理浄化槽等



３　目標達成に向けた施策状況

目標指標

ア．一般廃棄
物の排出量に
関する事項
イ．一般廃棄
物の再生利用
量に関する事
項
ウ．一般廃棄
物の最終処分
量に関する事
項

エ. 一般廃棄
物のエネル
ギー回収量に
関する事項

オ．処理形態
別人口に関す
る事項
カ．し尿・汚
泥の量に関す
る事項
その他

４　目標の達成状況に関する評価

（都道府県知事の所見）

※令和６年３月31日までに承認された地域計画については、なお従前の様式にて提出できるものとする。

一般廃棄物の処理に関しては、総排出量、一人一日当たりの排出量、埋立最終処分量等の目標は達成できており、総資源化割合の更なる向上に
努めていただきたい。
また、生活排水処理に関しては、汚水衛生処理人口の構成比は目標を達成できており、未処理人口削減に向け、循環型社会形成推進交付金等を
活用しながら、合併処理浄化槽等への転換をより一層推進していただきたい。

【一般廃棄物処理】
　事業系ごみ排出量、生活系ごみ排出量、総排出量、1人1日当たりの排出量、埋立最終処分量は目標を達成することができたが、その他排出量
（集団回収等）及び総資源化量については目標を達成できなかった。
【生活排水処理】
 生活排水の処理については、総人口が目標値に達していない状況で、人口で判断すると、公共下水道人口及び合併処理浄化槽人口とも目標値
を達成できなかった。

汲取りし尿量については、合併処理浄化槽の整備により減量化を推進。

目標達成への施策状況

令和2年度以降も継続して、浄化槽設置整備事業をホームページや広報に掲載し、市内の浄化槽設置を推進。

令和2年度より1世帯当たりの最終処分場への搬入量を年間2tまでに制限するとともに処分手数料の値上げを実施し、最終処分
量の減量を推進。

令和4年8月より庁舎内に使用済小型家電の回収ボックスを設置し、使用済小型家電のリサイクルを推進。
令和5年度よりごみの減量及び再資源化率の向上を図るため、資源ごみの拠点回収を開始。

家庭系ごみの排出について、一定枚数の指定袋と処理券の無料配布を見直し、令和5年4月よりごみ袋の有料化、粗大ごみ処理
券の有料化を実施。


